
２ 施策の体系及び重点施策
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方向性  

移動・ 外出、 住まいにかかる支援や公共施設等のバリ アフ リ ー化、 ユニバーサルデザイ

ンの推進等により 、 誰も が安心・ 快適に暮ら せる生活環境を整備し ます。  

市民・ 地域の取組 

行政・ 社会福祉協議会の取組 

施策の方向３

市民 

・ 交通やバリ アフ リ ーについて意識し 、 みんなに快適な環境か確認し まし ょ う 。  

地域・ 団体 

・ 活動を通じ て、 支援やサービスが必要な人に情報を伝えまし ょ う 。  
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（ ４ ） 碧南市における課題 

成年後見制度は、 判断能力が不十分な人の権利や財産を守り 、 本人の意思を尊重し ながら 、

地域で安心し て生活でき るよう 支援する制度です。 本市においても 制度の対象と なる認知症、

知的障害、 精神障害等の人は増加傾向にあり 、 今後、 特に高齢化の進行により 、 認知症のあ

る人は増加するこ と が見込まれ、 成年後見制度の必要性は高まっ ています。  

し かし 、 本市の市 申立て件⾧ 数や成年後見制度利用支援事業の利用者数の推移をみると 、

対象者の増加に対し て利用は増えておら ず、 制度の利用促進が十分であると は言えない状況

です。  

制度の必要性があるにも かかわら ず、 利用につながっ ていない人がいるこ と が考えら れる

こ と から 、 行政と 中核機関である碧南市成年後見支援センタ ーと の連携を強化し つつ、 制度

に関するわかり やすい情報提供や手続の負担の軽減、 利用を支える体制整備など、 成年後見

制度の利用促進に向けた取組を進めていく 必要があり ます。  

 

 

３  基本目標 

〇成年後見制度の内容や利用方法、 権利擁護の重要性について理解を深めるため、 制度の周

知啓発を図り ます。 また、 法人後見の実施体制の整備や市 申立⾧ ての適切な実施、 成年後

見制度利用支援事業による申立費用や後見人等への報酬助成を行い、 必要と する人が制度

を円滑に利用でき る環境を整備し ます。  

〇成年後見制度に関する相談支援の充実に向けて、 本人や家族、 支援関係者が抱える不安や

課題を早期に把握し 、 本人の意思や生活状況を尊重し ながら 、 個々の状況に応じ た適切な

支援につなげる相談体制を整備し ます。  

〇権利擁護支援を推進するため、 多機関連携による、 地域連携ネッ ト ワーク の機能強化に向

け、 碧南市成年後見制度連携協議会による検討を進めます。 また、 市民後見人の活動支援

を進め、 地域における担い手の確保・ 育成を図り ます。  

 

基本目標 1 

基本目標２  

基本目標３  
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    再犯防止推進計画 
 

１  計画策定にあたっ て 

全国の刑法犯の認知件数は、 年々減少傾向にあっ たも のの、 近年では増加傾向にあり ます。

また、 再犯者については年々減少傾向にあり ますが、 それを上回るペースで初犯者も 減少し

続けているため、 令和 7（ 2025） 年の刑法犯検挙者に占める再犯者の割合は 46. 2％と 高い

割合を占めています。  

国においては、 平成 28（ 2016） 年 12 月に「 再犯の防止等の推進に関する法律」 が制定、

施行さ れ、 再犯の防止等に関する施策を 実施する責務が、 国だけでなく 、 地方公共団体にも

あるこ と が明記さ れると と も に、 地方公共団体は、 国の再犯防止推進計画を勘案し 、 当該地

方公共団体における再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画を定めるよう 努めるこ と

と さ れまし た。  

本市においても 、 こ のよう な状況を踏まえ、 誰一人取り 残さ ない地域共生社会を実現する

ため、「 碧南市再犯防止推進計画」 を策２ 定し 、 本市における再犯の防止等に関する 施策を

推進し ます。  

 

２  碧南市の現状と 課題 

（ １ ） 碧南市の犯罪等の状況 

本市の刑法犯検挙者数は、 近年 110 件～150 件台で推移し ています。 また、 再犯者につ

いては令和３ （ 2021） 年以降増加傾向にあり 、 令和６ （ 2024） 年の刑法犯検挙者に占める

再犯者の割合は 42.8％と なっ ています。  

■碧南市内の刑法犯検挙者中の再犯者数及び再犯者率（ 少年を除く ）  
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本市の刑法犯検挙者数のう ち、 無職者の割合は 40％前後で推移し ています。 犯罪や非行

をし た人の中には、 仕事がないこ と など、 収入面での不安定さ がある人の割合が高いこ と が

わかり ます。  

■碧南市内の刑法犯検挙者中の有職者・ 無職者の別（ 少年を除く ）  
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（ ２ ） 碧南市における課題 

 

犯罪をし た人等の円滑な社会復帰を支援し 、 再犯を防止するこ と が、 安全で安心し て暮ら

せる地域社会の実現に向けて重要です。  

本市において、 刑法犯検挙者数の再犯率は近年 40％台で推移し ており 、 再犯防止にあた

っ ては、 出所後等の生活基盤の安定などにより 、 地域社会の中で孤立するこ と なく 生活でき

る環境を整備するこ と が重要です。  

犯罪をし た人等の中には、 住居や就労先の確保が困難な人、 高齢や障害、 依存症などの課

題を抱える人なども 多く いるこ と が考えら れ、 十分な福祉的支援につながっ ていない人に対

し ては、 適切に福祉サービス等につなげていく こ と が求めら れます。 そのため、 福祉、 保健、

医療、 就労、 住宅、 教育など、 様々な関係機関等と の連携のも と で再犯防止に向けた取組を

進めていく こ と が重要です。  

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

３  基本目標 

〇雇用する側の理解・ 協力を得ら れるよう 、 協力雇用主または協力事業主の意義や募集に関

する情報を周知すると と も に、 生活困窮者や就労を希望する障害のある人に対し ては、 就

労機会の提供、 就労の継続を図るための相談、 指導及び助言などの支援を行います。  

〇年齢、 障害、 保証人や緊急連絡先が確保できないなどの理由で、 住宅確保が難し い人に

対し 、 住居が確保できるよう 支援すると と も に、 保護観察所や教育機関等と の情報連携

を図り 、 指導や助言を適切に行います。  

〇犯罪や非行をし た人が適切な支援を受けら れるよう 、 必要に応じ て関係機関と 連携し 、 保

健医療・ 福祉サービスの利用促進に努めます。  

〇薬物乱用の危険性・ 有害性を正し く 周知するため、 保護司会及び更生保護女性会が行う 薬

物乱用防止に関する助言、 啓発活動の支援を行います。 また、 保健分野や福祉分野の研修

を保護司会及び更生保護女性会の会員が適宜受講し 、 自殺防止等の助言や指導の普及に努

めます。  

〇保護観察所などと 更生保護活動に資する情報や福祉サービスに係る情報などを相互に情報

共有し 、 連携を図り ます。  

〇愛知県、 民間団体、 刑事司法関係機関等と の連携により 、 啓発活動や再犯防止に関する取

組を推進すると 共に、 再犯防止に入口支援を含める連携を実施し ます。  

〇少年の健全な育成及び非行防止に向け、 保護司会などと の緊密な情報共有を 図ると と も に、

相互協力に努め、 非行防止活動を推進し ます。  

〇非行防止のため保護司会が実施し ている防犯パト ロールの活動を支援し ます。  

 

〇再犯防止の取組や更生保護活動に関する情報を市ホームページや広報などで広く 周知し 、

市民の理解促進に努めます。  

〇保護司会、 更生保護女性会については、 広く 活動を PR するこ と により 、 会員の確保に努

めていきます。  

 

基本目標 1 

基本目標２  

基本目標３  

基本目標 4 



 

 

 

４  施策の展開 

犯罪をし た人が、 必要な支援を受けて社会復帰し ているこ と や、 地域で再犯防止に対する

理解が進み、 再犯防止の支援の輪が広がっ ているこ と を目指し 、 市や関係機関などが以下の

取り 組みを実施し ます。  

 

現状・ 課題 

●再犯防止において、 就労と 居住の確保は、 再び犯罪に至るこ と を防ぐ ための重要な基盤で

す。 仕事や住まいが確保でき ない場合、 収入の不安定化、 社会的な孤立、 生活困窮などが

生じ る可能性があり 、 再犯のリ スク が高まっ てし まう 場合があり ます。  

●就労においても 、 本人の能力や特性に合っ た仕事の確保や、 周囲の理解、 偏見の解消など、

継続し て働ける環境を整備するこ と が求めら れます。  

 

行政・ 社会福祉協議会の取組 

 

 

現状・ 課題 

●国においては、 必要と さ れる福祉的支援が行き 届いていないこ と を背景と し て再犯に及ぶ

人がいるこ と から 、 矯正施設在所中の段階から 、 福祉的支援についての理解の促進や動機

付けを図る取組を進めています。  

●福祉的な支援が必要な犯罪をし た人等が身近な地域で生活し ていく ためには、 生活保護や

障害福祉サービス、 介護サービス、 医療支援、 生活困窮者への相談支援などを 適切に利用

でき るよう にするこ と が重要です。  

 

基本目標 1 

基本目標２  



 

 

 

行政・ 社会福祉協議会の取組 

 

 

現状・ 課題 

●犯罪や非行をし た人の円滑な社会復帰を支えるため、 刑事司法機関、 行政、 就労支援機関、

医療機関、 NPO 等の関係機関が連携し 、 個々の状況に応じ た支援を行う こ と が重要です。

また、 保護司や更生保護女性会など、 地域の民間協力者も 重要な役割を担っ ており 、 連携

と 活動支援体制の整備が求めら れます。  

 

行政・ 社会福祉協議会の取組 

 

基本目標３  



 

 

 

 

現状・ 課題 

●「 社会を明るく する運動」 は、 犯罪や非行の防止と 、 罪を犯し た人たちの改善更生につい

て理解を深め、 犯罪や非行のない地域社会を築こ う と する全国的な運動です。 本市におい

ても 、 毎年７ 月の強化月間を 中心に社会を明るく する運動碧南市実施委員会により 街頭啓

発活動等を行っ ています。  

●引き続き啓発活動を推進し 、 市民が犯罪や非行の問題を自分たちの身近な課題と し て理解

し 、 誰も が孤立せずに暮ら せる地域づく り を進めるこ と が重要です。  

 

行政・ 社会福祉協議会の取組 

 

 

基本目標４  



 

 

 

     重層的支援体制整備事業実施計画 
 

１  碧南市における重層的支援体制整備事業の方向性・ 目標 

本市では、 社会から の孤独・ 孤立、 ８ ０ -５ ０ 問題、 ヤングケアラ ーの存在等、 生活課題

が複雑化・ 複合化する世帯が全国的にも 増加する中、 こ れら の課題に対応し ていく ため、 高

齢・ 障害・ 生活困窮分野における相談支援業務を行える相談窓口と し て福祉課を設置し 、 切

れ目のない相談支援に取り 組むと と も に、 碧南市社会福祉協議会においては、 地域におい

て、 本人と その世帯に寄り 添っ た伴走型の支援等を行っ てき まし た。  

本市が重層的支援体制整備事業を実施するにあたっ ては、 こ れまで実施し てきた相談支援

や地域づく り 、 関係団体・ 機関等と の連携体制を基盤と し て、 その取組の成果と 強みを最大

限に活かし ながら 、 各分野で従来から 進めてきた「 相談」「 社会参加」「 地域づく り 」 の支援

を横断的且つ一体的に実施するこ と で、 地域共生社会の実現に向けた本市の地域福祉計画・

地域福祉活動計画の取組の一層の強化につなげます。  

また、 支援機関間の緊密な連携による対応力の向上を図ると と も に、 地域でのより 多様な

主体による関わり を育むこ と で、 人と 人、 人と 地域（ 社会資源） がつながり 合い、 地域全体

で支え合う 包括的な支援体制の更なる充実を目指し ます。  

（ 重層的支援体制整備事業のあら まし は P6 に記載のと おり です。）  

 

 

２  碧南市の現状と 課題 

（ １ ） 碧南市の地域における 状況 

令和８ （ 2026） 年４ 月から ５ 月にかけて実施し た市民意識調査及び団体ヒ アリ ング調査

において、 重層的支援体制について、 以下のよう な意見があげら れています。  

■市民意識調査結果（ 一部要約、 抜粋）  

・ 生活上の悩みや不安を 相談でき る 相手または場所（ 機関） がない人の割合が 25. 6％と なっ

ている。  

・ 相談を し ない理由について、 相談窓口を知ら ないと いう 人の割合が 33 . 6％と なっ ている。  

・ どのよう な窓口であれば相談し やすいと 思う かについて、 相談から 支援まで一体的に、 解決

まで伴走し てく れるこ と を 望む人の割合が 53. 6％と 高く なっ ている 。 また、 他の機関など

と 連携し 、 最適な相談窓口を紹介し てく れるこ と を 望む人の割合も 36. 8％と なっ ている。  

 

第７ 章 

資料修正: 事前資料 7 5 ページ ⑤



 

 

 

■団体ヒ アリ ング調査結果（ 一部要約、 抜粋）  

・ 義務教育を終えた後の行き 場のない引き こ も り 青年の対応。 本人が自ら 支援を 求めて行動せ

ず、 家族も 困っ ているが無理に家から 出すこ と ができ ない。  

・ 生活保護には至ら ないが、 生活困窮の世帯。 障害等があるが、 手帳が無いなど、 制度の利用

ができ ない状態の方がいる。  

・ 家庭の状況や経済状況など、 様々な問題が重なり 、 単なる福祉サービスの利用だけでは状況

が改善さ れないケースがある。  

・ 高齢者福祉、 障害福祉どちら のサービスにも 該当し ないがサポート が必要な方がいる。  

（ ２ ） 碧南市における課題 

ひき こ も り や生活困窮、 家庭環境の問題や高齢者福祉と 障害者福祉が絡み合っ た問題など、

複合化・ 複雑化し た課題を抱え、 既存の制度や福祉サービスだけでは十分な支援につながら

ない人への対応を行う ため、 重層的支援体制整備事業の実施・ 充実が求めら れています。  

本市においても 、 団体ヒ アリ ングにおいて既存の福祉サービスのみでは対応が困難なケー

スに関する事例が複数あげら れており 、 対応が必要であるこ と がわかり ます。  

特に、 本人が自ら 相談や支援を求めるこ と が難し い場合や、 制度の対象要件を 満たさ ない

ために必要な支援を受けら れない場合、 世帯全体で何ら かの課題がある場合などにおいては、

関係機関同士の連携により 、 包括的な支援を行っ ていく 必要があり ます。  

今後は、 属性や年齢、 既存制度の対象要件にと ら われず、 本人や家族の状況に応じ て包括

的に相談を受け止める体制を 整備すると と も に、 福祉、 保健、 医療、 就労、 教育等の関係機

関が連携し 、 地域資源の活用や社会参加の機会づく り を進め、 世帯全体の課題や本人の意思

を踏まえた支援方針を検討し ていく 体制の強化が求めら れます。  

 

３  重層的支援体制整備事業の基本方針 

（ １ ） 基本的な考え方 

 へき なん地域福祉ハッ ピープラ ン（ 以下「 地域福祉計画」 と いう 。） や個別の計画の方針、  

目標と の整合性を図り ながら 、 地域福祉計画の基本理念である、 地域共生社会の実現を目指 

し ます。  

実施体制は、 新たな組織を作るのではなく 、 既存の各分野の拠点の体制及び機能を活用し 、

支援関係機関で連携を図り 、 包括的な相談体制を構築し ます。  

 

（ ２ ） 基本理念 

 地域福祉計画の理念である 、「 みなと つながり  支えあう  みなと まち へき なん」 が実

現できる地域を目指し 、 事業を推進し ていきます。  



 

 

 

支え合う こ と のでき る地域づく り  

地域には、 様々な人が生活をし ています。 どの人も 子供の時は大人のサポート を受け大

人になり 、 そし て自立し た生活ができるよう になり ますが、 歳を重ね体が不自由になり 、

他者のサポート が必要と なる時期も あり ます。 また、 何ら かの障害の状態になっ たり 、 生

活に困窮するなど様々な状態になるこ と も あり ます。  

そのよう な状態に対し て、 地域にちょ っ と し た気づき や手助けがあれば、 暮ら し やすく

なるこ と も あり ます。「 誰も がいつかは通る道」 と し て、 地域のでき ごと を自分事と 捉え

ながら 、 支え合える地域づく り を目指し ています。  

障害者 

専門機関 

福祉サービ スの
事業所等 

社会福祉協議会 

行政 生活にお困り の人 

高齢者 

こ ども など 

外国籍の人 
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４  各地区における活動記録及び効果 

 前計画期間において、 地域の特色を生かし た取り 組みの内容です。  

●❝ふく し ❞への関心
を持と う !  

●子ども や地域の方
全てに安全な暮ら
し を !  

「 おかえり 運動」
「 おめでと う 運動」
によ り 、 地域での顔
なじ みの関係づく り
を推進。  

新川地区 

●地域のつながり づ
く り  

●災害時に支え合え
る地域づく り  

「 中山福祉の会」 で
は障害児、 園児、 中
学生などが農作業を
通じ て交流。  
「 天王地区福祉協議
会」 では災害時に支
え合える地域づく り
を推進。  

中央地区 

●地域のつながり や
関係性の希薄さ と
担い手不足の解消 

●災害時に助け合え
る地域づく り  

「 棚尾まちおこ し の
会」 では要配慮者を
含めた避難訓練を 推
進。 こ ども 食堂を 通
じ たと 世代交流、 移
動について検討。  

棚尾地区 

●多世代交流の促進 
●隣近所のつながり

づく り  
●お互いを知る ため

の情報発信 

「 ウォ ーク ラ リ ー」
を通じ た多世代交流
の促進、 地域のつな
がり づく り を 推進。  

旭地区 

●世代を 超えたつな
がり ・ 助けあいを
進める  

●自ら 避難でき ない
人への災害時支援 

「 大浜つながり 隊」
を通じ た地域のつな
がり 、 保育園を 活用
し た交流を推進。  

大浜地区 

●地域や住民を 互い
に知り 、 つながり
をつく ろ う  

●無理せず楽し める
活動を 続けよう  

「 移動支援ボラ ンテ
ィ ア会」 による 買
い物や通院の支
援。  

「 café ちゃ のま」 で
の地域の交流促進 

西端地区 

❶地域で支え合う 機能 

❷  

❸地域と 支援機関をつなぐ 機能 

全小中学校、 高校で福祉実践教室を 開催するほか、 中高生ボラ ンティ ア体験教室を開催し 、  

子ども の時から 福祉教育を 実施。  

また、 福祉学習サポータ ーが福祉教育の推進に協力。  

福祉教育 

全小中学校・ 高校 
福祉実践教室 

中高生ボラ ンティ ア 
体験教室 

福祉学習サポータ ー 
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